
 

 

議案第６３号 

 

   大口町国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 大口町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとす

る。 

 

  平成２４年１１月２９日提出 

 

                     大 口 町 長  森     進 

 

 （提案理由） 

この案を提出するのは、国民健康保険税の普通徴収による徴収の特例を廃止し、

あわせて納期を変更することに伴い、この条例の一部を改正するため必要があるか

らである。 
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大口町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

大口町国民健康保険税条例（昭和４１年大口町条例第１２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条第１号中「第２８条」を「第２６条」に改める。 

第１７条第１項を次のように改める。 

 普通徴収によって徴収する国民健康保険税の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月１日から同月３０日まで 

第２期 ７月１日から同月３１日まで 

第３期 ８月１日から同月３１日まで 

第４期 ９月１日から同月３０日まで 

第５期 １０月１日から同月３１日まで 

第６期 １１月１日から同月３０日まで 

第７期 １２月１日から同月２５日まで 

第８期 翌年１月１日から同月３１日まで 

第９期 翌年２月１日から同月末日まで 

第１０期 翌年３月１日から同月３１日まで 

第１８条第１項中「第２８条」を「第２６条」に改める。 

第２６条及び第２７条を削り、第２８条を第２６条とする。 

第２８条の２中「第２９条の２」を「第２９条」に、「第２８条の２」を「第２

７条」に改め、同条を第２７条とする。 

第２９条を第２８条とし、第２９条の２を第２９条とする。 

附則第４項から第６項までの規定中「第２８条」を「第２６条」に改め、第８項

中「第２８条」を「第２６条」に改め、第１２項中「第２８条」を「第２６条」に

改め、第１４項から第１６項までの規定中「第２８条」を「第２６条」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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大口町国民健康保険税条例一部改正新旧対照表 

新 旧 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等

割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等

割額） 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次

の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次

の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健

康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第

６条第８号の規定により被保険者の資格を

喪失した者であって、当該資格を喪失した

日の前日の属する月以後５年を経過するま

での間に限り、同日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。）をいう。次号、第１０条及び第２

６条において同じ。）以外の世帯 １世帯

について２万４,０００円 

(2) 略 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健

康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第

６条第８号の規定により被保険者の資格を

喪失した者であって、当該資格を喪失した

日の前日の属する月以後５年を経過するま

での間に限り、同日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。）をいう。次号、第１０条及び第２

８条において同じ。）以外の世帯 １世帯

について２万４,０００円 

(2) 略 

（納期） （納期） 

第１７条 普通徴収によって徴収する国民健康

保険税の納期は、次のとおりとする。 

第１７条 普通徴収によって徴収する国民健康

保険税の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月１日から同月３０日まで 第１期 ５月１日から同月３１日まで 

第２期 ７月１日から同月３１日まで 第２期 ６月１日から同月３０日まで 

第３期 ８月１日から同月３１日まで 第３期 ７月１日から同月３１日まで 

第４期 ９月１日から同月３０日まで 第４期 ８月１日から同月３１日まで 

第５期 １０月１日から同月３１日まで 第５期 ９月１日から同月３０日まで 

第６期 １１月１日から同月３０日まで 第６期 １０月１日から同月３１日まで 

第７期 １２月１日から同月２５日まで 第７期 １１月１日から同月３０日まで 

第８期 翌年１月１日から同月３１日まで 第８期 １２月１日から同月２５日まで 

第９期 翌年２月１日から同月末日まで 第９期 翌年１月１日から同月３１日まで 

第１０期 翌年３月１日から同月３１日ま

で 

第１０期 翌年２月１日から同月末日まで 

２・３ 略 ２・３ 略 
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新 旧 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１８条 国民健康保険税の賦課期日後に納税

義務が発生した者には、その発生した日の属

する月から、月割をもって算定した第２条第

１項の額（第２６条の規定による減額が行わ

れた場合には、同条の国民健康保険税の額と

する。以下この条において同じ。）を課する。

第１８条 国民健康保険税の賦課期日後に納税

義務が発生した者には、その発生した日の属

する月から、月割をもって算定した第２条第

１項の額（第２８条の規定による減額が行わ

れた場合には、同条の国民健康保険税の額と

する。以下この条において同じ。）を課する。

２～８ 略 ２～８ 略 

 （徴収の特例）  

 第２６条 国民健康保険税の所得割額の算定の

基礎に用いる基礎控除後の総所得金額等が確

定しないため当該年度分の国民健康保険税額

を確定することができない場合においては、

その確定する日までの間において到来する納

期において普通徴収の方法によって徴収すべ

き国民健康保険税に限り、国民健康保険税の

納税義務者について、その者の前年度の国民

健康保険税額を当該年度の納期の数で除して

得た額（町長が必要と認める場合においては、

当該前年度の国民健康保険税額を当該年度の

納期の数で除して得た額の範囲において町長

が定める額とする。）をそれぞれの納期に係

る国民健康保険税として徴収する。 

２ 前項の規定によって国民健康保険税を賦課

した場合において、当該国民健康保険税額が

当該年度分の国民健康保険税額に満たないこ

ととなるときは、当該年度分の国民健康保険

税額が確定した日以後の納期においてその不

足税額を徴収し、すでに徴収した国民健康保

険税額が当該年度分の国民健康保険税額をこ

えることとなるときは法第１７条又は法第１

７条の２の規定の例によって、その過納額を

還付し、又は当該納税義務者の未納に係る徴

収金に充当する。  

 （徴収の特例に係る税額の修正の申出等） 

 第２７条 前条第１項の規定によって国民健康

保険税を賦課した場合において、当該年度分
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新 旧 

の国民健康保険税額が前年度の国民健康保険

税額の２分の１に相当する額に満たないこと

となると認められるときは、同項の規定によ

って国民健康保険税を徴収されることとなる

者は、第３０条の納税通知書の交付を受けた

日から３０日以内に町長に、前項第１項の規

定によって徴収される国民健康保険税額の修

正を申し出ることができる。 

２ 前項の規定による修正の申し出があった場

合において、当該申し出について相当の理由

があると認められるときは、町長は、当該年

度分の国民健康保険税額の見積額を基礎とし

て、前条第１項の規定によって徴収する国民

健康保険税額を修正しなければならない。 

第２６条 略 第２８条 略 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

第２７条 国民健康保険税の納税義務者である

世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等（法第７０３条の５の２第２

項に規定する特例対象被保険者等をいう。第

２９条において同じ。）である場合における

第３条及び前条の規定の適用については、第

３条第１項中「規定する総所得金額」とある

のは「規定する総所得金額（第２７条に規定

する特例対象被保険者等の総所得金額に給与

所得が含まれている場合においては、当該給

与所得については、所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第２項の規定によって

計算した金額の１００分の３０に相当する金

額によるものとする。次項において同じ。）」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４

条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金

額」とあるのは「総所得金額（次条に規定す

る特例対象被保険者等の総所得金額に給与所

得が含まれている場合においては、当該給与

第２８条の２ 国民健康保険税の納税義務者で

ある世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

特例対象被保険者等（法第７０３条の５の２

第２項に規定する特例対象被保険者等をい

う。第２９条の２において同じ。）である場

合における第３条及び前条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「規定する総所得金

額」とあるのは「規定する総所得金額（第２

８条の２に規定する特例対象被保険者等の総

所得金額に給与所得が含まれている場合にお

いては、当該給与所得については、所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第２項

の規定によって計算した金額の１００分の３

０に相当する金額によるものとする。次項に

おいて同じ。）」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、前条第

１号中「総所得金額」とあるのは「総所得金

額（次条に規定する特例対象被保険者等の総

所得金額に給与所得が含まれている場合にお
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新 旧 

所得については、所得税法第２８条第２項の

規定によって計算した金額の１００分の３０

に相当する金額によるものとする。次号及び

第３号において同じ。）」とする。 

いては、当該給与所得については、所得税法

第２８条第２項の規定によって計算した金額

の１００分の３０に相当する金額によるもの

とする。次号及び第３号において同じ。）」

とする。 

第２８条 略 第２９条 略 

第２９条 略 第２９条の２ 略 

附 則 附 則 

１～３ 略 １～３ 略 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の

控除を受けた場合における第２６条の規定の

適用については、同条中「法第７０３条の５

に規定する総所得金額」とあるのは、「法第

７０３条の５に規定する総所得金額（所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係

る所得については、同条第２項第１号の規定

によって計算した金額から１５万円を控除し

た金額によるものとする。）」とする。 

 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の

控除を受けた場合における第２８条の規定の

適用については、同条中「法第７０３条の５

に規定する総所得金額」とあるのは、「法第

７０３条の５に規定する総所得金額（所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係

る所得については、同条第２項第１号の規定

によって計算した金額から１５万円を控除し

た金額によるものとする。）」とする。 

（上場株式等に係る配当所得に係る国民健康

保険税の課税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得に係る国民健康

保険税の課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得を有する

場合における第３条、第７条、第１１条及び

第２６条の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得の

金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得を有する

場合における第３条、第７条、第１１条及び

第２８条の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得の

金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第
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３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得の金額」と、

第２６条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の

２第５項に規定する上場株式等に係る配当所

得の金額」とする。 

３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得の金額」と、

第２８条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の

２第５項に規定する上場株式等に係る配当所

得の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税

の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第７条、第１１条及び第２

６条の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条

の２第１項又は第３６条の規定に該当する場

合には、これらの規定の適用により同法第３

１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額か

ら控除する金額を控除した金額。以下この項

において「控除後の長期譲渡所得の金額」と

いう。）の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」と

あるのは「及び山林所得金額並びに控除後の

長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第２

６条中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項

に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第７条、第１１条及び第２

８条の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条

の２第１項又は第３６条の規定に該当する場

合には、これらの規定の適用により同法第３

１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額か

ら控除する金額を控除した金額。以下この項

において「控除後の長期譲渡所得の金額」と

いう。）の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」と

あるのは「及び山林所得金額並びに控除後の

長期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第２

８条中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項

に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 
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７ 略 ７ 略 

（株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

（株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第６項の株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第７条、

第１１条及び第２６条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

３５条の２第６項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２

第６項に規定する株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、第２６条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２第６項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第６項の株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第７条、

第１１条及び第２８条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

３５条の２第６項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２

第６項に規定する株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、第２８条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２第６項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額」とする。 

９～１１ 略 ９～１１ 略 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保

険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡

所得又は雑所得を有する場合における第３

条、第７条、第１１条及び第２６条の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額」と、第２６条中「及び山林

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡

所得又は雑所得を有する場合における第３

条、第７条、第１１条及び第２８条の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額」と、第２８条中「及び山林
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所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

１３ 略 １３ 略 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が、法附則第３３条の３第５項の事業所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第７

条、第１１条及び第２６条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」と、第２６条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」とする。 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が、法附則第３３条の３第５項の事業所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第７

条、第１１条及び第２８条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」と、第２８条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に

規定する条約適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有

する場合における第３条、第７条、第１１条

及び第２６条の規定の適用については、第３

条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に

規定する条約適用利子等に係る利子所得、配

当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有

する場合における第３条、第７条、第１１条

及び第２８条の規定の適用については、第３

条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額
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並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約

等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び

山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１０項に規定する条約適用利子等の

額」と、第２６条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約

等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び

山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１０項に規定する条約適用利子等の

額」と、第２８条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る配当所得

を有する場合における第３条、第７条、第１

１条及び第２６条の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税

条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の

合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る配当所得

を有する場合における第３条、第７条、第１

１条及び第２８条の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税

条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の

合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又
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は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

額」と、第２６条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

額」と、第２８条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 

１７ 略 １７ 略 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の目的 

加入者に分かりやすい課税とするため、国民健康保険税の普通徴収による徴収の

特例（仮算定）を廃止するとともに、納期を変更する。 

 

２ 改正の概要 

(1) 第１７条第１項関係 

普通徴収の納期を現在の５月～２月から、６月～３月に変更。 

（現行・平成２４年度まで） 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

期別 － １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 － 

備考  仮算 仮算 本算         

                 

（改正後・平成２５年度から） 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

期別 － － １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

備考   本算          

 

(2) 第２６条及び第２７条関係 

普通徴収による徴収の特例（仮算定）に関する規定を削除。 

 


